
○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 
 （職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置） 
第十一条  事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者   
   がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのな  
   いよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な 
   措置を講じなければならない。  
２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るた 
  めに必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。  
３（略） 

○事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての  
 指針＜概要＞  
 １ 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 
（１）職場におけるセクシュアルハラスメントの内容・セクシュアルハラスメントがあってはならない旨の方    
         針を明確化し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。 
（２）セクシュアルハラスメントの行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の  
         文書に規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。 
２ 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 
（３）相談窓口をあらかじめ定めること。 
（４）相談窓口担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。また、広く相談に対応するこ    
   と。 
３ 職場におけるセクシュアルハラスメントにかかる事後の迅速かつ適切な対応 
（５）事実関係を迅速かつ正確に確認すること。 
（６）事実確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。 
（７）事実確認ができた場合には、行為者に対する措置を適正に行うこと。 
（８）再発防止に向けた措置を講ずること。（事実確認ができなかった場合も同様） 
４ １から３までの措置と併せて講ずべき措置 
（９）相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。 
（10）相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはならない旨 
          を定め、労働者に周知・啓発すること。 
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